
横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

1 事業契約
書（案）

1 1 2条 2項 公共性及び民
間事業の趣旨
の尊重

より経済的な環境負荷の軽減に配慮した事業～とあ
りますが、落札者決定基準の総合評価点が性能点
(200点満点)＋価格点(100点満点)では経済性が落札
決定に反映されない恐れがあり、本事業の趣旨が尊
重できないため、総合評価点の内訳を性能点：価格
点＝１：１へ見直しして戴けないでしょうか。

総合評価点の得点化方式については、市が本事業に
おいて期待する事項の必要性及び重要性を勘案し、
PFI事業審査委員会における審議を経て設定したもの
であり、変更する予定はありません。

2 事業契約
書(案）

1 1 2条 2項 公共性及び民
間事業の趣旨
の尊重

「市は、（中略）より経済的な環境負荷の軽減に配
慮した事業を十分認識し、その趣旨を尊重」とあり
ますが、落差者決定基準において価格評価を性能評
価の半分の点数としていることと整合性がとれてい
ないと思われますがいかがでしょうか。

No1の回答を参照してください。

3 事業契約
書（案）

1 1 2条 2項 公共性及び民
間事業の趣旨
の尊重

より経済的な環境負荷の軽減に配慮した事業～とあ
りますが、総合評価点の定量的な評価項目で「横浜
市内」での温室効果ガスの削減を評価されると事業
全体での環境負荷の軽減を追及できない恐れがあ
り、本事業の趣旨が尊重できないため、事業全体で
の温室効果ガス削減を評価項目とするよう見直しし
ていただけないでしょうか。

No1の回答を参照してください。

4 事業契約
書

1 1 3条 事業日程 別紙1の設計図書の提出期限、解体工事着工予定日、
試運転開始日（予定）が記載されておりません。こ
れら記載のない日程は、市と事業者間の協議により
事業契約締結までに設定されるとの理解で宜しいで
しょうか。

御理解のとおりです。

5 事業契約
書(案）

1 1 4条 2項 本事業の概要 「この契約、入札説明書等、要求水準書及び提案書
に従って」とありますが、本契約を構成する文書に
基本協定書は含まれないと理解してよろしいでしょ
うか。

御理解のとおりです。

6 事業契約
書(案）

1 1 5条 定義及び契約
書類

「この契約で定義されない用語は要求水準書の例に
よる」とありますが、具体的に要求水準書のどの
ページを指しているかご教示ください。

特に特定の頁を指すわけではありません。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

7 事業契約
書（案）

2 1 5条 1項 (16) 建設に関する
業務の定義

定義内容は「入札説明書「第２　１（６）エ（ア）
ａ」とありますが、「ｂ」ではないでしょうか。

訂正いたします。

8 事業契約
書

2 1 5条 1項 (16) 誤記 ｢第2 1(6)エ（ア）a｣ですが、aではなくbの誤記と思
われますので修正願います。

No7の回答を参照してください。

9 事業契約
書(案)

2 1 5条 1項 (16) 定義及び契約
書類

「第２　１　(6)　エ　(ア)　a」に　　とあります
が、建設に関する業務の記述は「第２　１　(6)　エ
(ア)　b」　ではないでしょうか。

No7の回答を参照してください。

10 事業契約
書（案）

2 1 5条 1項 (16) 定義及び契約
書類

 「第2 1 (6) ｴ (ｱ) b」では、建設に関する業務に
工事監理が含まれていますが、なぜ(16)では、工事
監理業務は建設に関する業務は除かれるのでしょう
か。

建設に関する業務は建設企業が請け負うことになり
ますが、工事監理まで請け負うかどうかは不明なた
めです(事業契約27条、35条参照)。

11 事業契約
書（案）

2 1 5条 1項 (19) 定義及び契約
書類

工事監理業務はどの立場（構成員・協力会社・第3
者）のものが実施するのでしょうか。

入札説明書に工事監理業務にあたる者の資格の定義
がないため、構成員、協力企業、又はその他の第三
者でも可能です。

12 事業契約
書（案）

3 1 5条 1項 (41) 定義及び契約
書類

電力制限令、計画停電の実施は、不可抗力に該当す
るとの理解でよろしでしょうか。

法令による電力使用の制限は法令変更に該当するも
のと考えられます。

13 事業契約
書(案）

4 1 5条 2項 定義及び契約
書類

この契約を構成する書面及び図面には要求水準書以
外の入札説明書等及び基本協定書は含まれないと理
解してよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

14 事業契約
書(案）

4 1 5条 2項 定義及び契約
書類

設計図書は、本契約が成立した後に作成されるもの
であり、本契約を構成する書面及び図面と規定する
ことは不合理と考えますがいかがでしょうか。

一般的に成果物を契約図書に含めることについて、
特に問題はありません。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

15 事業契約
書（案）

4 1 6条 業務の実施 善良なる管理者の注意をもってとは、どのようなこ
とをさすのでしょうか。

民法第644条にいう善良な管理者の注意をもって、と
いう趣旨です。

16 事業契約
書（案）

4 1 6条 2項 業務の実施 不可抗力や法令変更等で契約内容がやむを得ず、履
行できない場合も想定されますので、「…調わない
ことをもって、現実に履行できない場合を除き、この

契約の履行を拒んではならない。」という趣旨に修
正をお願いいたします。

本項は協議の結果に従って履行すべき場合にまで協
議が調わない時点での履行を求めるものではありま
せん。

17 事業契約
書(案）

5 1 9条 3項 市が実施する
業務との調整
等

「前２項の協力に要する費用は、事業者の負担」と
ありますが、事業者の協力には改造工事等の実質的
な費用が発生する業務は含まれないと理解してよろ
しいでしょうか。

御理解のとおりです。

18 事業契約
書(案)

5 1 9条 3項 市が実施する
業務との調整
等

3項に「前2項の協力に要する費用は、事業者の負担
とする」とありますが、協力の範囲については管理
運営業務期間中に協議可能との理解でよろしいで
しょうか。

市は、協力の範囲に関する協議には応じます。な
お、No17の質問の回答にも留意してください。

19 事業契約
書（案）

6 1 10条 1項 契約の保証 「初期投資額」とは、サービス購入料A1,A2から割賦
金利相当額を控除した金額であるとの理解でよろし
いでしょうか。

御理解のとおりです。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

20 事業契約
書(案）

7 1 13条 2項 消化汚泥等の
性状

要求水準書「第３　３　（４）汚泥性状」に示され
た実績データ値の正確性を横浜市殿が保証するので
あれば、供用開始までに協議して成分の標準的範囲
を定めるのはなく、要求水準書で市が成分の標準的
範囲を提示するべきと考えます。
もし、供用開始までに汚泥性状が大幅に変わる可能
性があるのであれば、契約時の条件と実施時の条件
が大きく変わる前提となり、事業として問題がある
と考えます。
また、実施方針書別紙１のリスク分担では、汚泥性
状リスクは横浜市殿の負担となっていることから、
要求水準書における汚泥性状のリスクを回避して事
後協議とすることは実施方針にも反していると考え
ます。

実施方針に示したリスク分担表の「消化汚泥等の供
給」に関するリスクには、注釈に「経常的な季節変
動ほか一定の範囲内での変動は、選定事業者の負担
とする。」と明記してあります。稼働開始までに協
議を行って定める標準的な範囲は、本リスク分担を
明確にするものであり、実施方針には反していない
と考えています。

21 事業契約
書（案）

7 1 14条 3項 市の請求によ
る要求水準書
の変更

「30日」については、貴市と事業者で合意した場合
は、期間の延長ができるとの理解でよろしいでしょ
うか。

御理解のとおりです。

22 7 1 14条 3項 市の請求によ
る要求水準書
の変更

協議不調の場合の最終的な市の決定については合理
性を担保される必要があると思料いたします。「…
購入料の変更について合理的に定め、事業者に通知
する。」と追記をお願いいたします。

市は、地方自治体として不合理な選択・決定はでき
ませんが、契約協議の場で検討することは可能で
す。追記の必要はないと考えます。

23 事業契約
書（案）

7 1 14条 要求水準書の
変更

第14条及び第15条は、いずれも協議が整わない場合
の最終決定権が横浜市殿にあるため、各々対等な条
件へ是正いただけないでしょうか。

事業契約書案に示したとおりとします。

24 事業契約
書

7 2 14条 4項 市の請求によ
る要求水準書
の変更

要求水準書の変更により、市は必要と認める時は、
設計図書又は管理運営業務体制若しくは管理運営業
務計画書の変更を求める旨通知ができるとあります
が、この通知に基づく事業者の費用は、市が負担す
るとの理解で宜しいでしょうか。

事業者側に原因がない場合においては、御理解のと
おりです。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

25 事業契約
書(案）

8 1 15条 3項 事業者の請求
による要求水
準の変更

前条の市の請求による要求水準書の変更では、「市
は、必要があると認めるときは、」と規定されてい
ますが、本項では、この記載がありません。
横浜市殿は必要があるかどうかの判断を行わないと
理解してよろしいでしょうか。

1項で必要性の判断をすでに行っているので、3項で
さらに必要性について言及する必要はありません。

26 事業契約
書(案）

8 1 15条 3項 事業者の請求
による要求水
準の変更

前条の横浜市殿の請求による要求水準書の変更で
は、市が定めた料金変更において事業者に損害が発
生した場合は、必要な費用を市が負担となっていま
すが、本項では記載がありません。
事業者が要求水準の変更の必要性を指摘した場合
は、事業者が不利になるため、契約上不合理と考え
ます。第14条と同じ条件にするべきと考えます。

事業者側の費用負担の増大はサービス購入料の変更
において考慮されます。

27 事業契約
書（案）

8 1 15条 3項 事業者の請求
による要求水
準書の変更

協議不調の場合の最終的な市の決定については合理
性を担保される必要があると思料いたします。「…
購入料の変更について合理的に定め、事業者に通知
する。」と追記をお願いいたします。

市は、地方自治体として不合理な選択、決定はでき
ません。よって、追記の必要はありません。

28 事業契約
書

8 1 15条 4項 事業者の請求
による要求水
準書の変更

事業者の請求により要求水準書の変更がなされる場
合、市が必要があると認めるときは、設計図書又は
管理運営業務体制若しくは管理運営業務計画書の変
更を求める通知ができるとありますが、この通知に
基づく事業者の費用は、市が負担するとの理解で宜
しいでしょうか。

市側の事由に基づくものでない限り事業者が負担し
ます。

29 事業契約
書(案）

8 1 17条 ユーティリ
ティの調達及
び費用

事業者は、自己の責任で調達とありますが、責任分
解点以降が自己の責任範囲と理解してよろしいで
しょうか。

責任分界点以降が事業者の責任範囲になります。

30 事業契約
書

9 1 18条 3項 消化ガス 市が提供する消化ガスが要求水準書に定める年間平
均供給予定量から大幅に変更となる場合は、市は
サービス購入料及び事業スキームの見直しについて
事業者と協議するとありますが、当該条項の趣旨を
お示し頂けないでしょうか。

市から供給する消化ガス量が大幅に変動する可能性
があるのことから設けたサービス購入料及び事業ス
キームです。また、要求水準書に対する質問回答
No121の回答を参照願います。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

31 事業契約
書(案）

9 1 18条 3項 消化ガス 「市は、消化ガスの年間平均供給予定量が大幅変更
となる場合は、費用等の変更について協議する」と
あります。
これは、横浜市殿が消化ガスの供給について一定の
義務を負っているためと理解します。従って本条第
１項の横浜市殿が消化ガス提供の義務を負わないと
していることと整合性が取れていないと考えます。
本条第１項の修正を御願いします。

要求水準書に対する質問回答No121の回答を参照願い
ます。

32 事業契約
書（案）

9 1 18条 3項 消化ガス 事業者が「大幅変更」であると認識した場合に協議
可能という理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に対する質問回答No121の回答を参照願い
ます。

33 事業契約
書(案)

9 1 18条 3項 消化ガス 「年間平均供給予定量から大幅変更」とあります
が、「大幅に」とは、どの程度を想定されています
か。

要求水準書に対する質問回答No119を参照願います。

34 事業契約
書(案）

9 1 18条 消化ガス 本事業の契約においては、消化ガス160万Nm3/年が供
給されることを前提としています。従って、消化ガ
スが供給されなかった場合、事業者の費用増大によ
り最悪の場合事業継続が困難になることも想定され
ます。
従って、横浜市殿は消化ガスの提供する義務を負う
とするべきと考えます。

要求水準書に対する質問回答No121を参照願います。

35 事業契約
書（案）

9 1 18条 消化ガス 要求水準書に記載された消化ガス供給量をもとに、
事業者はサービス購入料を設定し入札するため、記
載された消化ガス供給量を満たさない場合において
は、横浜市殿の負担にて不足分の都市ガスを事業者
に供給するものとしていただけないでしょうか。

No34の回答を参照してください。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

36 事業契約
書（案）

9 1 19条 1項 債務不履行に
よる損害

単に「損害」とした場合、その範囲が広範囲に渡っ
てしまうこと、事業者のリスクの範囲を明確化する
必要があることから、直接かつ実損害に限定すべき
と考えます。「…それにより相手方に直接生じた実
損害を賠償しなければならない。」のような表現に
修正をお願いいたします。

事業契約書案に示すとおりとします。賠償すべき損
害は相当因果関係にある損害であり、いわゆる間接
損害が除外されることはありません。

37 事業契約
書(案）

9 2 20条 4項 本施設の設計 定期的な横浜市殿との打合せ・協議とは、モニタリ
ング基本計画の設計段階でのモニタリングで規定さ
れた内容と理解してよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

38 事業契約
書(案）

9 2 20条 本施設の設計 「この契約、要求水準書、及び提案書に基づき」と
ありますが、入札説明書、モニタリング基本計画、
基本協定等の他の文書は含まれないと理解してよろ
しいでしょうか。

御理解のとおりですが、事業者は第16条によりモニ
タリング計画の内容を遵守する必要があります。

39 事業契約
書

11 2 24条 4項 事業日程の変
更

本事業日程の変更がなされた場合、融資契約に係る
ブレークファンディングコストは市が負担するとの
理解で宜しいでしょうか。

合理的な範囲において負担します。

40 事業契約
書(案）

11 2 25条 2項 設計の完了 「その他市及び事業者の打合せにおいて合意された
事項」とは、契約書等に規定された協議における合
意事項と理解してよろしいでしょうか。

本事業に関して行われる打ち合わせにおける合意事
項の趣旨です。

41 事業契約
書（案）

12 3 1 29条 7項 本敷地等の使
用及び管理

「…費用又は損害が不可抗力又は市の責めに帰する
事由によって発生したもの…」と修正頂けますで
しょうか。

事業契約書案のとおりとします。市の債務不履行に
ついては第19条第1項で市が事業者に生じた損害を負
担します。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

42 事業契約
書(案）

13 3 1 30条 2項 市のモニタリ
ング

「工事監理状況の報告」とは、モニタリング基本計
画の建設段階でのモニタリングで規定された内容と
理解してよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

43 事業契約
書（案）

13 3 1 31条 1項 工事に伴う近
隣対策

近隣への住民説明や近隣対策について、事業者の求
めに応じて貴市から必要な支援をいただけるとの理
解でよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

44 事業契約
書（案）

13 3 1 31条 2項 工事に伴う近
隣対策

第53条と平仄を合わせるため、「…市に報告するも
のとする。なお、市は事業者に対して合理的な範囲
内で必要な協力を行う。」と修正をお願いいたしま
す。

修正いたします。

45 事業契約
書

13 3 1 31条 4項 近隣対策の実
施による事業
者追加費用

近隣対策の実施により事業者に生じた追加的な費用
は、事業者負担とされておりますが、事業者に帰責
事由がある場合を除き、事業者負担とすることは合
理的でないと考えます。よって事業者に帰責事由が
ある場合にのみ事業者負担とするよう明記願いま
す。

事業契約書案に示すとおりとします。事業者は適切
な近隣対策を実施する必要がありますので、結果的
に近隣対策が適切でなかったときのリスクは事業者
が負担してください。

46 事業契約
書(案）

14 3 2 32条 工事の開始 「本件工事」の定義を提示願います。 本件工事は解体工事及び本施設の建設工事をいうも
のとします。

47 事業契約
書

14 3 2 34条 2項 事業者の責任 要求水準書に明記されていない機器類とその対応策
について、事業者の責任と費用で行うとあります
が、資料の貸与等を通じて事業者が見積ることが可
能なもの以外についても、事業者の責任と費用で行
うのは、事業者に過大なリスク負担を強いるものと
考えます。資料の貸与等で合理的に見積もることが
可能な範囲についてのみ、事業者の責任と費用で行
うよう変更願います。

要求水準書に対する質問の回答No25を参照してくだ
さい。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

48 事業契約
書(案）

14 3 2 34条 2項 解体工事 「第12条第２項及び第３項は適用しない。」となっ
ていますが、本条項で適用を除外すると、第12条第
２項及び第３項を規定する意味がなくなると思われ
ますがいかがでしょうか。また、本条項で除外する
理由を具体的にご教示ください。

本条項で第12条第２項及び第３項を適用しない理由
は、要求水準書及び参考資料（既設施設図面）をも
とに、解体に際して必要と思われる対策等について
は、選定事業者の提案としているためです。

49 事業契約
書(案)

14 3 2 34条 4項 解体工事 発生する撤去品のうち、「有価物は事業者が買い取
る」とありますが、具体的に撤去品のうち有価物に
なると考えられるものは何を想定されていますか。

架台の鉄骨等が想定されます。

50 事業契約
書（案）

14 3 2 34条 4項 解体工事 解体業務の実施に伴う撤去品のうち、有価物は事業
者が買い取ることとなっていますが、具体的に有価
物としてイメージされるものはどのようなもので、
どの程度の金額になるものでしょうか。

No49の回答を参照してください。

51 事業契約 15 3 2 37条 2項 試運転及び性
能試験

貴市より提供される消化汚泥等は無償にて提供され
るという理解でよろしいでしょうか？

御理解のとおりです。

52 事業契約
書

15 3 2 37条 2項 消化汚泥等の
提供

試運転及び性能試験に必要な消化汚泥等は、必要な
範囲において市が提供するとありますが、事業者が
必要とする範囲で無償で提供されるとの理解で宜し
いでしょうか。

No51の回答を参照してください。

53 事業契約
書（案）

16 3 2 41条 4項 工期の変更 事業者に生じた損害及び追加的な費用には、借入れ
に伴い発生する金融費用（ブレークファンディング
コスト等）も含まれるとの理解でよろしいでしょう
か。

合理的な範囲において含まれます。

54 事業契約
書（案）

17 3 2 42条 2項 遅延損害金 政府契約の支払遅延防止等に関する法律第8条第1項
の規定に基づき財務大臣が決定する率は、現在何
パーセントですか。

3.1%です。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

55 事業契約
書（案）

17 3 2 44条 1項 建設工事中に
事業者が第三
者に及ぼした
損害

「通常避けることのできない騒音、振動」につい
て、事業者が負担することは合理的と考えますが、
地盤沈下、地下水の断絶については事前資料から当
該事象が生ずる可能性やその追加費用を推測するの
は困難であると思料いたします。地盤沈下及び地下
水の断絶に関しては、市の負担にしていただきます
ようお願いいたします。

事業契約書案に示すとおりとします。

56 事業契約 18 3 2 46条 1項 引渡手続 引渡に際し、貴市より引渡済み証等の書面を交付頂
けるのでしょうか？

必要に応じて書面を交付します。

57 事業契約
書（案）

18 3 2 47条 1項 瑕疵担保責任 「若しくは修補とともに損害の賠償を請求すること
ができる。」とありますが、これは修補可能な部分
は修補を行い、修補できない部分は損害の請求をす
るという趣旨であり、修補をした上で損害を負担す
る（二重負担）という趣旨ではないとの理解でよろ
しいでしょうか。

実質的な二重負担を求めるものではないと御理解く
ださい。

58 事業契約
書

18 3 2 47条 2項 瑕疵 事業者又は建設元請企業の故意又は重大な過失によ
る瑕疵の請求期間は、本施設の引渡し日から10年と
の理解で宜しいでしょうか。

御理解のとおりです。

59 事業契約
書（案）

19 3 2 48条 1項 負担金の支払 国交省の公表資料（「PFI事業者が補助金等に対する
地方負担分を調達する場合の補助金等交付申請方法
について」平成２０年３月公表）により、PFI事業の
場合には、地方負担分の資金調達をPFI事業者行う場
合は、その旨を記載することで足りるものと認識し
ております。
「建設負担金」を民間事業者が拠出する必要がない
ように修正をお願いいたします。

入札説明書に対する質問の回答No25を参照してくだ
さい。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

60 事業契約
書（案）

19 3 2 48条 1項 負担金の支払 建設負担金を事業者が貴市に支払い、同第2項で再度
受領することとなっておりますが、事業者が貴市に
負担金をお預けする期間はどのくらいをイメージさ
れていますでしょうか。

入札説明書に対する質問の回答No25を参照してくだ
さい。

61 事業契約
書(案）

19 4 1 49条 2項 管理運営業務
の委託

事業者は、この契約に従い管理運営業務を実施する
とありますが、入札説明書等（含む要求水準）及び
提案書は従う文書に含まれないと理解してよろしい
でしょうか。

第60条第2項により、要求水準書及び提案書に従い管
理運営業務を実施することとされています。

62 事業契約
書

19 4 1 50条 3項 総括責任者 事業者は、管理業運営業務の各業務の区分毎に業務
責任者を定めるとありますが、管理運営業務の誤記
と思われますので訂正願います。

｢業｣を削除して修正します。

63 事業契約
書(案）

19 4 1 50条 3項 総括責任者 「管理運営業務の各業務の区分毎」とは、具体的に
どのような区分でしょうか。

要求水準書28頁から32頁に規定する(1)から(18)まで
の各業務を意味します。

64 事業契約
書(案）

20 4 1 53条 近隣対策 「合理的に要求される範囲の近隣対策」とは、具体
的にどのようなものでしょうか。

事業者側でご提案ください。

65 事業契約
書

20 4 1 53条 近隣対策 53条に記載された近隣対策の具体例をご教示願いま
す。

事業者側でご提案ください。

66 事業契約
書（案）

20 4 1 54条 1項 第三者による
実施

「各号に掲げる者」と「当該各号に定める業務」と
記載ありますが、「各項に掲げる者」、「当該各項
に定める業務」の誤記でしょうか。

別途公表する事業契約書案の修正版のとおりとしま
す。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

67 事業契約
書(案)

20 4 1 54条 第三者による
実施

事業者は、「次の各号」に掲げる　とありますが、
それ以降の記載に「各号」がありません。「各号」
をご教示願います。

別途公表する事業契約書案の修正版のとおりとしま
す。

68 事業契約
書（案）

21 4 1 55条 2項 第三者に及ぼ
した損害等

事業者が管理運営業務の実施により第三者に損害を
及ぼした場合、事業者は当該損害の一切を当該第三
者に対して賠償しなければならないとありますが、
事業者に帰すべき事由がない場合（例えば、不可抗
力の場合）は、免責と理解してよいですか。

事業者に故意・過失がない場合は、原則として責任
がないものと理解しています。

69 事業契約
書（案）

21 4 1 55条 2項 第三者に及ぼ
した損害等

不可抗力の場合に生じた第三者に対する損害につい
ても、事業者負担から除外されるとの理解でよろし
いでしょうか。その理解でよろしければ、明確化の
ため修正をお願いいたします。

法令上の責任が生じない場合は、お考えのとおりで
す。特に明確化の必要はありません。

70 事業契約
書

21 4 1 55条 3項 第三者に対す
る損害賠償

管理運営業務の実施に伴う通常避けることができな
い騒音、臭気、振動その他の理由により事業者が第
三者に対し及ぼした損害は、市の帰責事由である場
合を除き事業者負担とされておりますが、事業者に
帰責事由がない事象までを事業者負担とするのは、
過大な負担を事業者に強いるものと考えます。実施
方針では、事業者帰責による第三者賠償のみを対象
としており、齟齬が生じているため、修正願いま
す。

事業契約書案に示すとおりとします。

71 事業契約
書（案）

21 4 1 55条 4項 第三者に及ぼ
した損害等

事業者が知らない状態で市の第三者への賠償が行わ
れるのを防止するため、「市は、第2項本文に規定す
る損害を、事前に事業者に通知した上で、市が第三
者に対して…」に修正をお願いいたします。

市が事業者側の事情聴取等をしないで第三者に対し
て賠償金を支払うことは想定できないため、特に修
正は行いません。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

72 事業契約
書(案）

21 4 1 56条 モニタリング
の実施

「管理運営業務の更新状況」とは、どのような状況
を示していますか。

｢履行状況｣に修正します。

73 事業契約
書(案）

22 4 2 60条 2項 維持管理の実
施

「この契約、要求水準書、管理運営業務計画書及び
提案書に基づき」とありますが、入札説明書、モニ
タリング基本計画、基本協定等の他の文書は含まれ
ないと理解してよろしいでしょうか。

第16条によりモニタリング計画に従う必要がありま
す。

74 事業契約
書(案)

22 4 2 62条 2項 本施設の修
繕・更新

2項について、突発的な故障や緊急を要する修繕が必
要な場合には、臨機に対応することは可能でしょう
か。

突発的故障修繕については、要求水準書｢第4-3-(4)-
イ｣を参照してください。

75 事業契約
書(案）

22 4 2 62条 本施設の修
繕・更新

「修繕・更新を自己の責任及び費用で実施」とあり
ますが、要求水準書には「更新」は含まれていませ
ん。「更新」を削除もしくは「補修」へ変更願いま
す。

更新が必要な場合は、事業者の責任で実施してくだ
さい。

76 事業契約
書（案）

24 4 2 66条 3項 有効利用 事業者が貴市から買い取った燃料化物の買取代金の
支払時期など手続詳細はいつごろご決定予定でしょ
うか。

現在のところ、管理運営期間開始60日前までを想定
しています。

77 事業契約
書(案）

24 4 2 66条 5項 有効利用 利用先での受入が困難になった原因が、横浜市殿が
供給する消化汚泥等の品質によるものであった場合
は、実施方針書別紙１のリスク分担に従い、それに
ともない発生する損害等は横浜市殿の負担と理解し
てよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

78 事業契約
書(案）

24 4 2 66条 6項 有効利用 横浜市殿は、燃料化物について「如何なる瑕疵担保
責任も負担しない」とありますが、燃料化物の原料
は全て横浜市殿が供給するものであることから、横
浜市殿には一定の瑕疵担保責任があると考えますが
いかがでしょうか。

御質問の内容は燃料化物の原料である消化汚泥の性
状に関するもの考えられますので、第65条２項にて
責任を負うものであり、生成された燃料化物に関し
ての責任は負わないものと考えます。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

79 事業契約 24 4 2 66条 6項 有効利用 有効利用先の破綻等で有価利用が困難となった場
合、事業者の費用負担にて非有価として処分する等
の対応を図ってもよろしいでしょうか。

原則としては認めませんが、やむを得ない状況と判
断される場合には協議となります。

80 事業契約
書（案）

24 4 2 66条 6項 有効利用 本項は、第１３条に定められた汚泥が供給される場
合に適用されるとの理解でよろしいでしょうか。

本項は事業者が売買する燃料化物の全部に適用され
ます。

81 事業契約
書(案）

23 4 2 66条 有効利用 「事業者は、自らの責任で燃料化物を化石燃料の代
替として有効利用する」とありますが、事業者は燃
料化物を化石燃料の代替として有効利用するものへ
販売すると理解してよろしいでしょうか。

構成員または協力会社が有効利用することを想定し
ていますが、ＳＰＣが自ら有効利用することを否定
するものではありません。

82 事業契約
書

24 4 2 67条 2項 燃料化物の性
状未達

事業者の最善の努力でも燃料化物の引き取り基準を
満たすことができない燃料化物は、副産物として事
業者負担で市が処分するとありますが、汚泥性状に
起因する場合は、市の負担により処分するとの理解
で宜しいでしょうか。

第65条2項の協議により取り扱いが決定されます。

83 事業契約
書(案）

24 4 2 67条 燃料化物の性
能未達

燃料化物の性能未達が消化汚泥等の性状に起因する
場合は、発生した損害は、実施方針書別紙１のリス
ク分担に従い横浜市殿の負担と理解してよろしいで
しょうか。

第65条2項の協議により取り扱いが決定されます。

84 事業契約 24 4 2 68条 2項 停止期間中等
の消化汚泥等
の処理

計画停電、輪番停電等、事業者の帰責に因らない場
合における運転停止ついては、貴市の負担というこ
とでよろしいでしょうか？

事業者の責めに帰すべき事由によらない運転停止は
債務不履行を構成しません。

85 事業契約
書

24 4 2 68条 2項 停止期間中等
の消化汚泥等
の処理

事業者に起因する計画外の運転停止による処理費の
負担は全て事業者と理解しますが、それ以外は横浜
市殿と理解してよろしいでしょうか。

法令変更の場合は第7章の規定が、不可抗力の場合は
第8章の規定が適用されます。市の債務不履行の場合
や市の故意・過失による場合、特に市が負担する旨
の規定がある場合(協議により市が負担する場合を含
む。)は市の負担となります。それ以外は事業者負担
となります。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

86 事業契約 26 5 1 73条 サービス購入
料の改定

交付金の増減によりサービス購入料A2が増減する場
合、交付金額が決定するまで、融資金額が確定され
ないことになりますので、サービス購入料A2につい
ては金額を確定して頂けませんでしょうか？

入札説明書に対する質問の回答No83を参照してくだ
さい。

87 事業契約
書（案）

26 5 1 73条 サービス購入
料の決定

サービス購入料A1の金額の変動によりサービス購入
料A2の金額が変動する旨が規定されているかと存じ
ます。
事業契約締結後に、サービス購入料A2の金額が事業
契約締結時に想定した金額から変動した場合、金融
機関からの借入れにおいて追加費用（ブレークファ
インディングコスト等）が生じる可能性がありま
す。サービス購入料A2の金額変動は民間事業者でコ
ントロールできないことに鑑み、当該追加費用は貴
市にてご負担頂けるとの理解でよろしいしょうか。

入札説明書に対する質問の回答No92を参照してくだ
さい。

88 事業契約
書(案）

26 5 1 73条 サービス購入
料の改定

「市が受ける国からの交付金額によりｻｰﾋﾞｽ購入量A1
及びA2の金額が別紙５に従い改定される」とありま
すが、別紙５（入札説明書別紙１）では、「※具体
的な金額は、事業者選定後に国に申請した後、事業
契約前に確定する。」とあることから、事業契約書
に記載された金額変更は無いものと考えますがよろ
しいでしょうか。

御理解のとおりです。

89 事業契約 26 5 1 74条 サービス購入
料の使途

事業契約118条において兼業禁止規定があることか
ら、本条については不要ではないでしょうか？

事業契約書案のとおりです。

90 事業契約
書（案）

26 5 1 75条 3項 サービス購入
料の減額

第1項によるサービス購入料が減額された場合に、さ
らに事業者が損害賠償を行う場合は、当該減額分に
ついては損害賠償の対象とならないとの理解でよろ
しいでしょうか。

委託費の減額分が損害賠償に充当されることはあり
ません。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

91 事業契約 26 5 1 76条 サービス購入
料の返還

損害金支払時に支払う3.1%は、「政府契約の支払遅
延防止等に関する法律」に基づいているとの理解で
すが、当該法律における利率が改正された場合、そ
れに伴い支払利率も3.1%から変更になるとの理解で
よろしいでしょうか。

損害金の対象となるサービス購入料の履行期日時点
における「政府契約の支払遅延防止等に関する法
律」第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定す
る率を採用します。

92 事業契約
書(案）

26 5 1 76条 サービス購入
料の返還

「虚偽の記載」とは、悪意ある改ざん行為によるも
のと理解してよろしいでしょうか。

悪意又は悪質なものと理解して結構です。

93 事業契約
書(案）

26 5 1 76条 サービス購入
料の返還

３．１パーセントとする根拠を提示願います。 「政府契約の支払遅延防止等に関する法律」の利率
を参考にしています。

94 事業契約
書

27 5 1 80条 1項 前受金の追加
または返還

著しく初期投資額が増額された場合とありますが”
著しく”について具体的数値を含めた定義を提示願
います。

具体的数値の提示は現状のところ困難であると考え
ています。

95 事業契約
書

27 5 1 80条 1項 前受金の追加
または返還

著しく初期投資額が増額された場合とありますが、
その場合には交付金により全て補填されると理解し
てよろしいでしょうか。事業者の追加借入金になる
建設負担金とならないようご配慮をお願いします。

交付金は、初期投資額の増額分のうち、国に認めら
れた分のみが増額となります。なお、建設負担金に
ついては、入札説明書に対する質問の回答No25を参
照してください。

96 事業契約
書

29 6 1 90条 4項 契約終了後1
年以内の大規
模修繕

契約終了後1年以内における本施設の大規模修繕又は
不測の更新、修繕等が必要となったときは、市は事
業者に請求するとありますが、契約終了後の維持管
理運転の不備等、事業者に帰責事由がない場合は該
当しないとの理解で宜しいでしょうか。また契約終
了後に他の事業者が契約を継承した場合であって
も、事業者が契約終了後の施設の維持管理状況につ
いての記録、報告書等は確認できるとの理解で宜し
いでしょうか。

第1文及び第2文について、いずれもお考えのとおり
です。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案

97 事業契約
書（案）

29 6 1 90条 4項 契約の終了の
効果)

4項にはSPCが契約終了時から、1年間の瑕疵担保責任
を負う内容となっており、5項には契約終了から1年
間は、SPCの解散が禁止されています。
事業終了後のSPC存続は費用増加につながります。4
項に定める責任を契約終了時点で管理運営に支障が
ないことを市が確認することをもって代替し、5項の
SPC解散の制限をなくすようお願いいたします。

事業契約書案のとおりです。

98 事業契約
書

29 6 1 90条 5項 事業者の解散 事業者は、契約終了後1年間は解散してはならないと
ありますが、基本協定書及び事業契約書の契約履行
期間を超える要件であると考えます。契約期間を超
えて事業会社を存続させるのに要する費用は、別途
市が負担するよう明記願います。

事業契約書案のとおりとします。契約条件の遵守に
必要な費用はあらかじめ入札金額に見込んでくださ
い。

99 事業契約 29 6 1 91条 3項 市による任意
解除等

損害賠償には、事業者の逸失利益も含まれるという
理解でよろしいでしょうか？

相当な範囲で含まれます。

100 事業契約
書（案）

29 6 1 91条 市による任意
解除等　　2
項

「市は、落札者の構成員に基本協定第8条1項各号の
いずれかに掲げる事由が生じたときには、この契約
を解除することが出来る」とありますが、燃料化物
の利用業務にあたる企業は、当グループの計画で
は、実際の施設の建設、運営に関与しない予定であ
り、この企業に関しては、本条件が適用されないこ
とをご了承いただきたくご検討をお願いします。当
グループでは、主たる利用者の構成員以外にも複数
の利用先を準備する予定であり、上記の条件に該当
する場合は、直ちに他の利用先に変更することとい
たします。

実際の業務の役割分担のいかんにかかわらず、構成
員について91条2項が適用されます。

101 事業契約
書（案）

30 6 1 92条 1項 1 事業者の債務
不履行等によ
る解除

「本業務の実施を放棄」とは、明らかに本業務の実
施が可能であるにも関わらず、事業者が意図的に実
施していない状態であって、不可抗力、法令変更が
なくかつ市の責めに帰すべき事由がない場合をいう
との理解でよろしいでしょうか。

御理解のとおりです。

17/22



横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案
102 事業契約

書（案）
30 6 1 92条 1項 5 事業者の債務

不履行等によ
る解除

　市の判断の合理性を担保するため、「…ことがで
きないと合理的に市が認めたとき。」と修正いただ
けますでしょうか。

市は、地方自治体として不合理な選択・決定はでき
ません。よって、追記の必要はありません。

103 事業契約
書（案）

30 6 1 92条 2項 2 事業者の債務
不履行等によ
る解除

　市の判断の合理性を担保するため、「…ことがで
きないと合理的に市が認めたとき。」と修正いただ
けますでしょうか。

市は、地方自治体として不合理な選択・決定はでき
ません。よって、追記の必要はありません。

104 事業契約
書（案）

30 6 1 94条 1項 引渡前の解約
の効力

不可抗力により損傷した部分について、第94条によ
る本施設の出来高部分と認定されますか。

認定されません。

105 事業契約
書（案）

30 6 1 94条 1項 引渡前の解約
の効力

不可抗力により損傷した部分について、第94条によ
る本施設の出来高部分と認定されない場合、別紙３
による損害として認定してもらえますか。

契約解除の場合は、お考えのとおりです。

106 事業契約
書（案）

31 6 1 94条 3項 違約金支払い
債務

「合格部分に相当する対価支払債務と事業者の違約
金支払い債務とを対当額で相殺することができる」
とありますが、まずは第１０条に定める契約保証金
を違約金に充当することを明示ください。

事業契約書案のとおりとします。

107 事業契約
書（案）

31 6 1 95条 1項 合格部分の代
金支払

貴市が出来高を買い取受ける場合、「出来高－支払
済みのサービス購入料A1－事業者が支払うべき違約
金－損害金、その他の債務の金額」を事業者に対し
てお支払頂く旨が規定されていますが、「事業者が
支払うべき違約金」は、事業者が履行保証保険を付
保している場合、当該保険金の充当が優先されると
の理解でよろしいでしょうか。

実際には、質問に記載された取り扱いになると想定
されます。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案
108 事業契約 32 6 1 96条 1項 引渡後の解除

の効力
サービス購入料Aの未払いがある場合には、一括での
支払いも検討頂けませんでしょうか？当初スケ
ジュール通りにて支払がなされると、SPCを清算でき
ず、SPCの存続コストがかかることになります。

基本的には一括払いとします。ただし、契約解除時
の状況や市の施設整備計画等を勘案し、市が認めた
場合にはこの限りではありません。

109 事業契約
書

32 6 1 96条 2項 用語統一 用語統一の観点から、修繕は修補に統一するようお
願いします。

事業契約書案のとおりとします。

110 事業契約
書（案）

32 6 1 96条 5項 引渡後の解除
の効力

貴市から事業者に対してお支払頂ける損額額には、
借入れに伴い発生する金融費用（ブレークファン
ディングコスト等）も含まれるとの理解でよろしい
でしょうか。

合理的な範囲で含まれます。

111 事業契約
書

32 6 1 97条 1項 違約金 契約解除に伴って事業者が負担する賠償金は、入札
金額の100分の10とありますが、事業者にとって著し
く過大であると考えます。第92条各項の規定による
契約解除と同程度の負担に変更願います。

事業契約書案のとおりとします。

112 事業契約
書(案）

32 6 1 97条 違約金等 本条の規定は、本件の入札に関わる処分を受けた場
合にのみ適応されるものと理解してよろしいでしょ
うか。

御理解のとおりです。

113 事業契約
書（案）

34 7 101条 2項 協議及び追加
的な費用の負
担等

法令変更により費用が減少した場合、ｻｰﾋﾞｽ購入料か
ら控除すべきがどうかは、個別判断・協議に基づ
き、決定することにしていただけないでしょうか。
別紙10にあるように、追加費用が出た場合は事業者
が負担する一方で、費用が減少した場合にはｻｰﾋﾞｽ購
入量を減額されることは、整合が取れていないと考
えます。

事業契約書案のとおりとします。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案
114 事業契約

書（案）
34 7 101条 2項 教護及び追加

的な費用の負
担等

追加的な費用には、借入れに伴い発生する金融費用
（ブレークファンディングコスト等）も含まれると
の理解でよろしいでしょうか。

合理的な範囲で含まれます。

115 事業契約
書（案）

35 7 102条 法令変更によ
る契約終了

横浜市殿の判断により契約解除する場合に事業者が
被る損失について、(横浜市殿が負担することを前提
に)横浜市殿と事業者が協議することを明記していた
だけないでしょうか。

協議は行います。

116 事業契約
書（案）

36 8 106条 不可抗力によ
る契約終了

横浜市殿の判断により契約解除する場合に事業者が
被る損失について、(横浜市殿が負担することを前提
に)横浜市殿と事業者が協議することを明記していた
だけないでしょうか。

協議は行います。

117 事業契約
書

36 9 109条 1項 監査人 本事業は、融資契約による金融機関による財務モニ
タリング、公認会計士による監査が行われているこ
とから、会計監査人を設置せずとも財務監査は適切
に行えるものと判断します。したがって、会計監査
人の設置の可否は事業者の裁量で決定するよう変更
願います。

別途公表する事業契約書案の修正版のとおりとしま
す。

118 事業契約
書（案）

36 9 109条 1項 財務書類の提
出

事業者はプロジェクトフィイナンス形式で資金調達
を行うため、融資契約上、公認会計士又は監査法人
の監査済財務諸表を提出を義務づけられており、事
業者の資金について、融資機関の承諾無く使用する
ことはできません。かかる状況を鑑み、会社法上の
会計監査人設置会社とするメリットは少ないと思料
いたしますので義務づけをしないよう修正をお願い
いたします。

別途公表する事業契約書案の修正版のとおりとしま
す。

119 事業契約
書（案）

36 9 109条 財務諸表の提
出

入札説明書29項(6)記載の通り、公認会計士、監査査
法人による監査を受けた計算書類の提出が義務であ
るので、会社法上大会社に求められる会計監査人の
設置は不要と考えます。最低でも事業契約書締結の
際の協議事項としていただきたいと考えます。

別途公表する事業契約書案の修正版のとおりとしま
す。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案
120 事業契約

書(案)
37 9 110条 秘密保持 秘密保持の例外として、「正当な権限を有する公的

機関により開示を要求されたもの」となっています
が、事業者に対して、事前に開示する内容を連絡・
確認するなどをしていただくようお願いします。

事業契約書案のとおりとします。

121 事業契約
書（案）

37 9 110条 第110条 (秘
密保持)

法令に基づく情報開示等では、事業者の競争上の不
利益を被る可能性がありますので、開示内容や公開
範囲などを事前協議できるよう「…この限りでな
い。なお、開示内容及び公開の範囲については、事
前に相手方と協議の上確認する。」旨に修正をお願
いいたします。

事業契約書案のとおりとします。

122 事業契約
書（案）

37 9 112条 3項 第112条3項
(著作権等の
利用等)

成果物の利用については、秘密保持義務に違反しな
い範囲であることが前提となるという理解でよろし
いでしょうか。かかる理解でよろしければ、
「事業者は、市が第110条に定める義務に違反しない
範囲で、成果物及び本施設を…」という趣旨に修正
をお願いいたします。

第110条但書の｢この契約の規定により開示更改でき
るもの｣には、成果物の利用に伴い開示公開できるも
のも含まれます。

123 事業契約 39 9 117条 2項 事業者の権利
義務の処分

譲渡、担保権設定につき、契約内容について市は関
与しない（あくまで、契約内容を把握する目的で、
契約案の開示、説明を求める）という理解でよろし
いでしょうか？

原則として御理解のとおりですが、例えば事業目的
が阻害されるような内容については、市として認め
ることはできません。

124 事業契約
書（案）

2 42 1 2 別紙２保険 建設業務にかかる保険に建設工事保険、火災保険と
ありますが、一般に工事目的物を補償する保険は建
設工事保険あるいは組立保険になります。また火災
保険は工事中の目的物損傷リスクは補償しませんの
で、工事中に付保されることはありません。公共工
事標準請負契約約款に準じた規定と理解しています
が、標準請負契約約款の内容が実態から乖離してい
ます。したがって、「建設工事保険を工事保険に変
更」「火災保険は削除」いただくようお願いしま
す。

保険については、提案により具体的な記載を調整す
ることとします。
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横浜市南部汚泥資源化センター下水汚泥燃料化事業

質問及び回答（事業契約書案）【先行公表分】

No 書類名 別 頁 第 章 節 号 大 中 小 項目名 質問の内容 回答案
125 事業契約

書（案）
3 43 1 不可抗力によ

る損害及び追
加的な費用の
負担割合

「追加的な費用」には金融機関からの借入れに伴い
発生する金融費用（ブレークファンディングコスト
等）も含まれるとの理解でよろしいでしょうか。

合理的な範囲で含まれます。

126 事業契約
書（案）

3 43 2 不可抗力によ
る損害及び追
加的な費用の
負担割合

「追加的な費用」には金融機関からの借入れに伴い
発生する金融費用（ブレークファンディングコスト
等）も含まれるとの理解でよろしいでしょうか。

合理的な範囲で含まれます。

127 事業契約
書

3 43 不可抗力 不可抗力は、事業者として想定できない事象であ
り、リスク回避の対策を講じることができないもの
であるため、事業者負担は免除頂きますよう修正願
います。

事業契約書案のとおりです。

128 事業契約
書（案）

10 51 1 追加的な費用
の負担割合

「法制度、許認可～（本事業に影響を及ぼすも
の）」とは、直接、間接的を問わず影響を及ぼすも
と理解してよろしいでしょうか。間接的には影響を
及ぼさないものを含まない場合、１から４以外の法
制度、許認可～については、事業者の100%負担では
なく、別途協議としていただけないでしょうか。

第1文について御理解のとおりです。

129 事業契約
書

10 51 法令変更 現時点で明確となっていない法制度、許認可の新
設・変更があった場合、事業者負担とされておりま
すが、事業者に過大な負担を強いるものと考えま
す。負担割合については、市と事業者が協議を行い
決定するよう修正願います。

事業契約書案のとおりとします。
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